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１．令和７年度の予算規模

２．歳入の内訳
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〇歳入内訳の解説

☆一般財源・・・町税や地方交付税など町が自由に使い道を決定できるお金
☆特定財源・・・国庫・県支出金、地方債など特定の歳出にあてることを条件に入るお金

☆標準財政規模・・・地方公共団体の一般財源の標準規模を示す指標（町税＋地方譲与税＋利子割交付金

＋配当割交付金+株式等譲渡所得割交付金+法人事業税交付金+地方消費税交付金
＋ゴルフ場利用税交付金環境性能割交付金+地方特例交付金等＋普通交付税
＋交通安全対策特別交付金＋臨時財政対策債）

☆普通債・・・地方財政法第５条第５項に基づく普通建設事業債

（単位：千円）

（単位：千円）

一　般　会　計 11,044,420 10,031,497 1,012,923 10.1

会計名 R７ R６ 増減額 増減率（％）

款
R７ R６ 前年度比

増減額
増減率
（％）予算額 構成比 予算額 構成比

一
般
財
源

町税 1,968,894 17.8 1,910,026 19.0

利子割交付金 671 0.0 378 0.0

58,868 3.1

地方譲与税 39,863 0.4 39,639 0.4 224 0.6

293 77.5

配当割交付金 5,081 0.0 4,803 0.0 278 5.8

107.5

法人事業税交付金 32,273 0.3 27,058 0.3 5,215 19.3

株式等譲渡所得割交付金 11,106 0.1 5,351 0.1 5,755

13.5
ゴルフ場利用税交付金 2,250 0.0 1,974 0.0 276 14.0

地方消費税交付金 469,650 4.3 413,744 4.1 55,906

△ 5.8

地方特例交付金 10,043 0.1 10,043 0.1 0 0.0

自動車税環境性能割交付金 4,421 0.0 4,693 0.0 △ 272

5.0

うち普通交付税 2,124,757 19.2 2,018,000 20.1 106,757 5.3

地方交付税 2,224,757 20.1 2,118,000 21.1 106,757

0.0
交通安全対策特別交付金 1,756 0.0 1,932 0.0 △ 176 △ 9.1

うち特別交付税 100,000 0.9 100,000 1.0 0

△ 3.3

寄附金 103,500 0.9 74,501 0.7 28,999 38.9

財産収入 3,265 0.0 3,377 0.0 △ 112

11.6
うち財政調整基金繰入金 636,162 5.8 593,242 5.9 42,920 7.2

繰入金 698,985 6.3 626,224 6.2 72,761

90.5

繰越金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

うち他基金繰入金 62,823 0.6 32,982 0.3 29,841

△ 12.2
町債（臨時財政対策債） 0 0.0 10,000 0.1 △ 10,000 皆減

諸収入 230,037 2.1 261,917 2.6 △ 31,880

5.3

標準財政規模見込額 4,670,765 42.3 4,447,641 44.3 223,124 5.0

小計 5,816,552 52.7 5,523,660 55.1 292,892

△ 3,546 △ 4.5

使用料及び手数料 50,964 0.5 49,044 0.5 1,920 3.9

分担金及び負担金 75,069 0.7 78,615 0.8

28.4 △ 97,243 △ 3.4

県支出金 1,922,540 17.4 1,340,240 13.4 582,300 43.4

国庫支出金 2,756,395 25.0 2,853,638

35,862 0.3 36,121 0.4 △ 259 △ 0.7

うち沖縄振興特別推進交付金 271,000 2.5 280,000 2.8 △ 9,000

10.1合　　計 11,044,420 100.0 10,031,497 100.0 1,012,923

127.0

小　　計 5,227,868 47.3 4,507,837 44.9 720,031 16.0

町債（普通債） 422,900 3.8 186,300 1.9 236,600

特
定
財
源

△ 3.2
うち沖縄県町村支援事業補助金
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　※その他（一般財源）・・・利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、
ゴルフ場利用税交付金、自動車税環境性能割交付金、地方特例交付金、
交通安全対策特別交付金、財産収入、寄付金、繰越金の合計

一般会計歳入構成表

一般会計歳入内訳（一般財源と特定財源）

町税

17.8%

地方譲与税

0.4%

地方消費税交付金

4.3%

地方交付税

20.1%

繰入金

6.3%諸収入

2.1%
その他（一般財源）

1.7%

分担金及び負担金

0.7%

使用料及び手数料
0.5%

国庫支出金

25.0%

県支出金

17.4%

町債

3.8% 令和７年度

一般財源
52.7%

特定財源
47.3%

令和７年度

一般財源
55.0%

特定財源
45.0%

令和６年度

町税

19.0%

地方譲与税

0.4%

地方消費税交付金

4.1%

地方交付税

21.1%

繰入金

6.2%
諸収入

2.6%
その他（一般財源）

1.4%

分担金及び負担金
0.8%

使用料及び手数料
0.5%

国庫支出金

28.5%

県支出金

13.4%

町債

2.0%

令和６年度
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３．町税の内訳

〇町税の収入の推移

※Ｈ２８～Ｒ５は決算額、Ｒ６及びＲ７は当初予算額

（単位：千円）

R７ R６ 前年度比
増減額

増減率
（％）予算額 構成比 予算額 構成比

25,641 3.3

町民税 891,349 45.3 862,432 45.2 28,917
個人町民税 809,457 41.1 783,816 41.0

項

4.2
固定資産税 914,303 46.4 884,759 46.3 29,544 3.3

法人町民税 81,892 4.2 78,616 4.1 3,276

3.4

3.4
国有資産等所在市町

村交付金及び納付金 12,228 0.6 12,254 0.6 △ 26 △ 0.2

固定資産税 902,075 45.8 872,505 45.7 29,570

0.7
環境性能割 2,266 0.1 3,430 0.2 △ 1,164 △ 33.9

軽自動車税 86,685 4.4 86,048 4.5 637

2.2
市町村たばこ税 76,557 3.9 76,787 4.0 △ 230 △ 0.3

種別割 84,419 4.3 82,618 4.3 1,801

3.1

　町税全体の額は、１９億６８８９万円で、前年度と比べて５８８７万円（３．１％）増となっています。

　町民税で２８９２万円増、固定資産税で２９５４万円増となっており、全体でも増となっています。

　町税収入については、納税義務者数増、新築家屋の増、住宅の軽減措置の終了などに伴う個人町民税、固

定資産税の増が見込まれ、全体でも増を見込んでいます。

合　　　計 1,968,894 100.0 1,910,026 100.0 58,868

個人町民税
41.1%

法人町民税
4.2%

固定資産税
46.4%

軽自動車税
4.4%

町たばこ税
3.9%

個人町民税
41.0%

法人町民税
4.1%

固定資産税
46.3%

軽自動車税
4.5%

町たばこ税
4.0%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

個人町民税 法人町民税 固定資産税 軽自動車税 町たばこ税

単位：千円
当初予算

令和７年度 令和６年度
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４．積立金（基金）の状況

５．地方債の状況

〇地方債残高の推移

【積立基金】
財政調整基金 1,887,791 1,495,879 859,717 43,143

基　金　名
令和５年度末

現在高
令和６度末
現在高見込

令和７度末
現在高見込

Ｒ７末町民１人当た

り現在高見込額（円）

減債基金 176,918 189,997 166,082 8,335
その他特定目的基金 288,210 426,836 445,374 22,350

ふるさとづくり基金 716 716 716 36
地域福祉基金 53,116 53,116 53,116 2,666
地域振興基金 25,884 25,884 25,884 1,299
リサイクル基金 14,207 13,816 13,436 674
ふるさと基金 34,661 87,440 103,229 5,180
公共施設等整備基金 138,582 138,582 138,582 6,954
子どもみらい応援基金 10,049 38,105 35,320 1,772
森林環境譲与税基金 7,995 10,577 12,891 647

【運用基金】
土地開発基金 2,276 2,275 2,275 114

行政ＤＸ推進基金 0 0 1,000 50
小　　計 2,352,919 2,112,712 1,471,173 73,828

（単位：千円）

区　　分
令和５年度末

現在高
令和６度末
現在高見込

令和７度末
現在高見込

Ｒ７末町民１人当た

り現在高見込額（円）

合　　計 2,355,195 2,114,987 1,473,448 73,942
※町民１人当たり現在高は、令和７年１月末現在の住民基本台帳人口１９，９２７人で算出しています。
※令和７年度末現在高見込は令和６年度末現在高見込に当初予算計上額を加えた額です。

普通債 5,748,658 5,668,977 5,664,780 284,277
総務債 2,962,924 2,897,295 2,964,444 148,765
民生債 35,259 33,099 29,939 1,502
農林水産業債 3,376 2,723 2,060 103
商工債 14,200 12,425 10,650 534
土木債 1,960,828 2,045,356 2,012,862 101,012

617 31
臨時財政対策債 2,254,728 2,055,143 1,841,496 92,412

教育債 772,071 678,079 644,825 32,359

その他 2,285,208 2,081,833 1,865,198 93,602
200

（単位：千円）

※町民１人当たり現在高は、令和７年１月末現在の住民基本台帳人口１９，９２７人で算出しています。
※令和７年度末現在高見込は令和６年度末現在高見込に当初予算計上額を加えた額です。

企業版ふるさと納税基金 3,000 5,600 7,200 361

災害復旧債 5,300 5,300 3,983

減収補てん債 26,147 24,616 23,085 1,158
合　　計 8,039,166 7,756,110 7,533,961 378,078

減税補てん債 4,333 2,074

職員退職手当特別負担金引当基金 0 3,000 4,000 201
生活困窮世帯支援基金 0 50,000 50,000 2,509

3,000,000

5,000,000

7,000,000

9,000,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

地方債現在高

うち普通債

単位：千円

※R6及びR7は見込額
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６．歳出（目的別）の内訳
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〇歳出内訳（目的別）の解説
〇議会費・・・議会の運営などの経費 〇商工費・・・地域商工業の振興、観光事業などの経費

〇総務費・・・事務経費や役場の管理などの経費 〇土木費・・・道路や公園の整備・管理などの経費

〇民生費・・・高齢者福祉や子育て対策などの経費 〇消防費・・・消防・救急活動などの経費（組合負担金）

〇衛生費・・・保健衛生やごみ処理などの経費 〇教育費・・・小中学校の整備や教育を行うための経費

〇農林水産業費・・・農林水産業の振興の経費 〇公債費・・・借入金（町の借金）の返済金

〇歳出（目的別）の内訳

（単位：千円）

款
R７ R６ 前年度比

増減額
増減率
（％）予算額 構成比 予算額 構成比

4.8
総務費 1,804,002 16.3 2,138,285 21.3 △ 334,283 △ 15.6

議会費 101,844 0.9 97,218 1.0 4,626

14.4
衛生費 727,305 6.6 740,376 7.4 △ 13,071 △ 1.8

民生費 4,662,712 42.2 4,074,076 40.6 588,636

583.7
商工費 169,968 1.5 153,259 1.5 16,709 10.9

農林水産業費 253,030 2.3 37,007 0.4 216,023

25.2
消防費 313,825 2.8 298,063 3.0 15,762 5.3

土木費 926,452 8.4 739,842 7.4 186,610

31.7
公債費 682,333 6.2 663,505 6.6 18,828 2.8

教育費 1,382,949 12.5 1,049,866 10.5 333,083

　歳出は、前年度と比べて１０億１２９２万円（１０．１％）の増額となっております。
　主な要因として、民生費で児童手当給付事業３億１４１３万円増、自立支援給事業７７８９万
円増等に伴う５億８８６４万円（１４．４％）増、教育費で与那原小学校屋内運動場大規模改修
工事１億１５００万円増等に伴う３億３３０８万円（３１．７％増）、農林水産業費で水産業強
化支援事業２億２５４２万円増に伴う２億１６０２万円（５８３．７％）増となっております。

一般会計歳出（目的別）構成表

△ 50.0
合　　計 11,044,420 100.0 10,031,497 100.0 1,012,923 10.1

予備費 20,000 0.2 40,000 0.4 △ 20,000

議会費
0.9%

総務費
16.3%

民生費
42.2%衛生費

6.6%

農林水産業費
2.3%

商工費
1.5%

土木費
8.4%

消防費
2.8%

教育費
12.5%

公債費
6.2%

予備費
0.2%

令和７年度
議会費
1.0%

総務費
21.3%

民生費
40.6%

衛生費
7.4%

農林水産業費
0.4%

商工費
1.5%

土木費
7.4%

消防費
3.0% 教育費

10.5%

公債費
6.6%

予備費
0.4%

令和６年度
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議会費 101,844
〇議員報酬事業65,009（792千円減）

〇議会運営事業11,412（2,441千円増）

令和７年度　一般会計歳出（目的別）の主な内容
（単位：千円）

款 予算額 主な内容（対前年度増減）

総務費 1,804,002

〇脱炭素事業534,823千円（628,371千円減）

〇防災対策事業137,308千円（131,597千円増）

〇総務事務運営事業114,292千円（3,921千円増）

〇ふるさと基金積立事業100,000千円（21,525千円増）

〇情報政策運営事業88,579千円（14,578千円増）

〇自治体ＤＸ推進事業55,434千円（26,045千円増）

民生費 4,662,712

〇自立支援給付事業1,135,194千円（77,889千円増）

〇施設型給付958,751千円（35,307千円増）

〇児童手当等支給事業741,555千円（314,130千円増）

〇国保特会繰出事業293,158千円（13,241千円減）

〇後期高齢者医療事業248,544千円（22,262千円増）

〇沖縄県介護保険広域連合運営負担金事業244,736千円（949千円増）

〇地域型保育給付事業226,122千円（5,907千円増）

〇放課後児童対策事業154,827千円（17,937千円増）

〇子ども医療費助成事業141,689千円（29,378千円増）

衛生費 727,305

〇予防接種事業100,180千円（2,331千円減）

〇東部環境衛生事業73,006千円（24,255千円減）

〇清掃事務運営事業61,608千円（6,103千円減）

〇母子保健事業53,987千円（3,063千円増）

〇ごみ処理事業負担金事業44,271千円（6,086千円減）

〇妊婦のための支援給付事業28,847千円（493千円増）

6 農林水産業費 253,030
〇水産業強化支援事業225,424千円（皆増）

〇農業振興事務運営事業3,201千円（282千円増）

〇林業振興事務運営事業2,550千円（118千円減）

商工費 169,968
〇観光地美化・緑化きれいなまちづくり事業69,360千円（7,098千円増）

〇与那原町魅力発信事業38,728千円（1,761千円減）

〇商工業振興事務運営事業11,970千円（2,415千円増）

土木費 926,452

〇沖縄振興公共投資交付金事業（道路）347,761千円（266,117千円増）

〇沖縄振興公共投資交付金事業（公園）214,650千円（62,210千円増）

〇下水道事業会計繰出事業150,217千円（80,000千円減）

〇社会資本整備総合交付金88,339千円（21,239千円増）

消防費 313,825 〇東部消防組合負担金313,825千円（15,762千円増）

教育費 1,382,949

〇学校給食運営事業221,014千円（31,145千円増）
〇きめ細かな児童生徒支援事業（小中学校）129,009千円（12,876千円増）

〇与那原小学校屋内運動場大規模改修工事115,000千円（皆増）

〇事務局運営事業40,517千円（9,395千円増）

〇学校ＩＣＴ環境整備等による学習意欲学力向上推進事業37,351千円（19,734千円増）

〇教育ＩＣＴ環境整備事業（学習用ＰＣ端末購入）35,007千円（皆増）

〇きめ細かな児童生徒支援事業（幼稚園）31,916千円（2,579千円増）

〇広域連携学校給食センター整備事業29,589千円（29,589千円増）

合　　計 11,044,420

公債費 682,333
〇地方債元金償還事業645,049千円（20,247千円増）

〇地方債利子償還事業37,174千円（1,429千円減）

予備費 20,000

6



７．歳出（性質別）の内訳

〇歳出内訳（性質別）の解説

〇人件費・・・特別職や一般職の給与などの経費 〇普通建設事業費・・・公共施設の建設などにあてる経費

〇物件費・・・施設の管理費や物品の購入などの経費 〇公債費・・・借入金（町の借金）の返済金

〇維持補修費・・・道路や施設の修繕などの経費 〇積立金・・・各種基金（町の貯金）への積立金

〇扶助費・・・医療費などにあてる経費 〇繰出金・・・特別会計への繰出金

〇補助費等・・・各種団体への補助金などにあてる経費 〇貸付金・・・金銭を貸し付ける際の経費

（単位：千円）

12.816.5 1,612,981 16.1 205,932

予算額 構成比 予算額 構成比
性質

R７ R６ 前年度比
増減額

増減率
（％）

人件費 1,818,913

維持補修費 34,295 0.3 36,006 0.4 △ 1,711 △ 4.8

物件費 1,410,872 12.8 1,217,786 12.1 193,086 15.9

16.1

補助費等 1,959,880 17.7 2,364,293 23.6 △ 404,413 △ 17.1

扶助費 3,349,931 30.3 2,886,445 28.8 463,486

123.6

公債費 682,333 6.2 663,505 6.6 18,828 2.8

普通建設事業費 988,130 8.9 442,001 4.4 546,129

23.2

貸付金 0 0.0 3,000 0.0 △ 3,000 皆減

積立金 57,446 0.5 46,643 0.5 10,803

0.4 △ 20,000 △ 50.0

繰出金 722,620 6.5 716,337 7.1 6,283

皆減

10.1

一般会計歳出（性質別）構成表

投資及び出資金 0 0.0 2,500 0.0 △ 2,500

合　　計 11,044,420 100.0 10,031,497 100.0 1,012,923

0.9

予備費 20,000 0.2 40,000

人件費
16.5%

物件費
12.8%

維持補修費
0.3%

扶助費
30.3%

補助費等
17.7%

普通建設

事業費
8.9%

公債費
6.2%

積立金
0.5%

繰出金
6.5%

予備費
0.2%

令和７年度

人件費
16.1%

物件費
12.1%

維持補修費
0.3%

扶助費
28.8%

補助費等
23.6%

普通建設

事業費
4.4%

公債費
6.6%

積立金
0.5%

貸付金
0.0%

投資及び出資金
0.0%

繰出金
7.1%

予備費
0.4%

令和６年度
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人件費 1,818,913

・議員報酬65,009千円

・特別職（町長、副町長、教育長）の給与等42,895千円

・職員の給与等1,068,528千円

・会計年度任用職員給与、報酬等658,827千円　ほか

令和７年度　一般会計歳出（性質別）の主な内容
（単位：千円）

性質 予算額 主な内容

物件費 1,410,872
・委託料817,752千円

・需用費358,875千円

・備品購入費80,318千円　ほか

維持補修費 34,295
公共施設に係る維持修繕費

・庁舎等300千円　・道路10,918千円　・公園3,759千円

・町営住宅2,301千円　・教育関係施設11,979千円　ほか

扶助費 3,349,931
・心身障害者福祉関係1,162,658千円

・児童福祉関係1,378,768千円

・小・中学校教育関係36,885千円　ほか

補助費等 1,959,880
・一部事務組合負担金520,406千円

・補助交付金869,825千円

・下水道事業会計操出金150,217千円　ほか

普通建設事業費 988,130

補助事業

・沖縄振興公共投資交付金事業（道路）347,761千円

・沖縄振興公共投資交付金事業（公園）214,650千円

・下水道事業会計繰出事業150,217千円

・社会資本整備総合交付金88,339千円　ほか

単独事業

・防災対策事業127,601千円

・与那原小学校屋内運動場大規模改修工事115,000千円　ほか

公債費 682,333
・地方債元金償還645,049千円

・地方債利子償還37,174千円

積立金 57,446
・ふるさと基金積立金51,531千円

・森林環境譲与税積立金2,314千円

・企業版ふるさと納税積立金1,600千円　ほか

繰出金 722,620
・国民健康保険特別会計293,158千円

・後期高齢医療事業230,732千円

・介護保険事業198,730千円　ほか

予備費 20,000

合　　計 11,044,420
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８．一般会計から他会計への主な繰出金等一覧表

繰出金先

会計名
令和７年度 令和６年度 増減額

増減率
（％）

保険基盤安定繰出金
（保険者支援分含む ）

基準内 105,780 107,015 △ 1,235 △ 1.2

職員給与費等繰出金 基準内 70,805 70,660 145 0.2

出産育児一時金等繰出金 基準内 11,667 11,667 0 0.0

未就学児均等割保険料繰出金 基準内 1,063 1,047 16 1.5

財政安定化支援事業繰出金 基準内 28,434 28,205 229 0.8

産前産後保険料操出金 基準内 189 0 189 皆増

その他繰出金 基準外 75,220 87,805 △ 12,585 △ 14.3

小　　計 293,158 306,399 △ 13,241 △ 4.3

下水道事業会計繰出金 基準内 100,478 100,478 0 0.0

〃 基準外 49,739 130,219 △ 80,480 △ 61.8

小　　計 150,217 230,697 △ 80,480 △ 34.9

水道事業会計繰出金 基準内 494 356 138 38.8

広域連合特会繰出金
（療養給付費負担金）

173,988 162,369 11,619 7.2

広域連合特会繰出金
（保険基盤安定）

44,588 38,614 5,974 15.5

町後期高齢特会繰出金
（事務費）

12,156 9,723 2,433 25.0

小　　計 230,732 210,706 20,026 9.5

674,601 748,158 △ 73,557 △ 9.8

（単位：千円）

合　　計

目　的

国民健康保険特別会計

下水道事業会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計
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添付資料

令和7年度　当初予算説明資料

消費税率の引き上げに伴う地方消費税収が充てられた社会保障経費について（予算額）

平成26年4月1日及び令和元年10月1日からの消費税率・地方消費税率の引き上げに
伴い増額された歳入科目及び使途については下記のとおりです。

【歳入】　消費税率の引き上げに伴い増額となった歳入科目
単位：千円

【歳出】　地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられた社会保障経費の事業名
単位：千円

細節名称

地方消費税交付金

金額
左記のうち、引き上げ分の

地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

7 1 1 1 469,650 272,582

款 項 目 節

財　源　内　訳
特定財源 一般財源

国 県
支出金

その他
引上げ分の地方
消費税交付金

(社会保障財源化分)
その他

4 自立支援給付事業 1,135,194

款 項 目 事　　業　　名 金額

3 1 845,339 0 136,544 153,311

669,971 72,123 136,038 80,6193 2 1 施設型給付 958,751
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